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日本油脂株式会社

～ 日本油脂のレスポンシブル・ケア活動 ～
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代表取締役社長

境・安全・健康に配慮した製品・技術の開
発に努め、社会に貢献していく所存です。
　当社では、1998年9月より、毎年ＲＣレ
ポートをインターネット上で公開しており
ます。この度、2003年度版のＲＣレポート
を発行するにあたりまして、この報告書
が、当社のＲＣ活動について皆様のご理解
をいただく一助になれば幸いです。

　21世紀における企業には、株主に利益をもたらす経済的側面のみならず、
環境対策、法律遵守、人権擁護、労働環境、社会貢献、さらには消費者保護
といった社会的側面においても、その責任を果たすことが求められています。
とりわけ、環境問題に対する企業の取り組みは、従来に増して重要となって
おり、環境リスクを管理する「企業の責任」は、極めて重要な課題であると
認識しています。
　当社は、化学物質を中心とする中間素材メーカーとして、レスポンシブル・
ケア（ＲＣ）活動が日本に導入される以前から、ＲＣと同等の精神を持って
環境対策を実施してまいりました。1995年に日本レスポンシブル・ケア協議
会(ＪＲＣＣ)が発足するに際しては、設立当初から加盟すると共に、ＲＣ指
針に従った環境・安全・健康の自主管理活動を実施しており、特にエネルギー
と産業廃棄物に関しては、2010年までの削減目標を定め、重点項目として活
動に注力しています。
　当グループは、2002年度より04中計をスタートさせており、中計初年度
の2002年度は、需要増に対応する中で生産数量が前年に比べて14千トン増
加しました。旺盛な需要に対応しつつ、各事業所で環境対策に取組んだ結果、
原単位指標は改善されましたものの、CO2排出量、産業廃棄物の外部最終埋立
処分量の絶対値は、前年に比べて増加致しました。今後、環境対策を更にス
ピードアップ・強化してまいります。
　私達は、これからもＲＣの精神で、良き企業市民であることを心がけ、環
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　日本油脂グループは、「バイオから宇宙まで」をキャッチフレーズに、地球との共生を目指し地球環境を
考えた製品づくりをコンセプトに広い領域でのライフサイエンスに取り組んでおり、「人の健康と、地球環境
の保全に配慮する」企業として環境・安全・健康に配慮した製品の開発に努めております。

・この報告書は、 以下のガイドライン等を参考にして編集いたしました。
　　　　　
                    環境省「環境報告書作成ガイドライン（2000年度版）」

　　 環境省「事業者のパフォーマンス指標（2000年度版）」

　　 環境省「環境会計ガイドライン（2002年版）」

　　 環境省「環境保全コスト分類の手引き（2003年版）」

　　 環境省 「事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン」

　　 ＧＲＩ「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」

・報告対象期間：2002 年 4月 1日～2003 年 3月 31日

はじめに
日本油脂グループの事業構成
組織と方針
環境会計
環境安全　 ～　地球温暖化防止の取組み
　　　　　 ～　産業廃棄物削減の取組み

～　ＰＲＴＲ
～　その他の環境負荷
～　資源の循環

物流安全
化学物質の安全管理
安全操業
環境に配慮した製品開発
地域社会とのコミュニケーション
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編集方針

私たち日本油脂グループは、私たち日本油脂グループは、私たち日本油脂グループは、私たち日本油脂グループは、私たち日本油脂グループは、
                                   『『『『『バババババイイイイイオオオオオかかかかかららららら宇宇宇宇宇宙宙宙宙宙まままままででででで』』』』』　　　　　
                                                                           幅広い分野でＲＣ活動を推進します。幅広い分野でＲＣ活動を推進します。幅広い分野でＲＣ活動を推進します。幅広い分野でＲＣ活動を推進します。幅広い分野でＲＣ活動を推進します。
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この報告書では、日本油脂および関連子会社7社（図の＊印）を
報告対象としています。

　　多岐にわたる幅広い分野に携わる私たちは､

　 　　私たち独自の技術を使って、社会に貢献していきます。

日本油脂グループの事業構成日本油脂グループの事業構成日本油脂グループの事業構成日本油脂グループの事業構成日本油脂グループの事業構成

バイオから宇宙までバイオから宇宙までバイオから宇宙までバイオから宇宙までバイオから宇宙まで
　「油脂」という限りない可能性を秘めた素材からスタートした日本油脂グループは、常に時代の先端分野へ進出するベ
ンチャースピリッツをもって次々と複合化を図り､「バイオから宇宙まで」のキャッチフレーズが示すように、化学メー
カーという枠では捉えきれない領域へ事業を拡大してきました。現在は、油化、化成、化薬、ライフサイエンス、電材、
ＤＤＳ、食品、塗料、防錆、および溶接事業からなり、それぞれの固有技術は、様々な産業、生活関連分野で活かされ、
高い評価と信頼をいただいております。これからも、多岐にわたるテクノロジーと、その複合化により、当グループなら
ではの総合力を発揮し、広く社会に貢献してまいります。
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＜業績＞ ＜生産実績＞

⑪⑪⑪⑪⑪日油工業株式会社日油工業株式会社日油工業株式会社日油工業株式会社日油工業株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：1 01 01 01 01 0 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：131 31 31 31 3 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：本社工場本社工場本社工場本社工場本社工場
⑫⑫⑫⑫⑫油化産業株式会社油化産業株式会社油化産業株式会社油化産業株式会社油化産業株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：3 03 03 03 03 0 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：555 55 55 55 5 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：大和工場大和工場大和工場大和工場大和工場
⑬⑬⑬⑬⑬日本工機株式会社日本工機株式会社日本工機株式会社日本工機株式会社日本工機株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：2,0002 , 0 0 02 , 0 0 02 , 0 0 02 , 0 0 0 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：4704 7 04 7 04 7 04 7 0 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：白河製造所白河製造所白河製造所白河製造所白河製造所

⑭⑭⑭⑭⑭日油技研工業株式会社日油技研工業株式会社日油技研工業株式会社日油技研工業株式会社日油技研工業株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：1,4781 , 4 7 81 , 4 7 81 , 4 7 81 , 4 7 8 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：1981 9 81 9 81 9 81 9 8 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：川越工場川越工場川越工場川越工場川越工場
⑮⑮⑮⑮⑮北海道日本油脂株式会社北海道日本油脂株式会社北海道日本油脂株式会社北海道日本油脂株式会社北海道日本油脂株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：22 02 2 02 2 02 2 02 2 0 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：787 87 87 87 8 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：本社工場本社工場本社工場本社工場本社工場
⑯⑯⑯⑯⑯昭和金属工業株式会社昭和金属工業株式会社昭和金属工業株式会社昭和金属工業株式会社昭和金属工業株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：9 89 89 89 89 8 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：1601 6 01 6 01 6 01 6 0 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：岩瀬工場岩瀬工場岩瀬工場岩瀬工場岩瀬工場

⑰⑰⑰⑰⑰日邦工業株式会社日邦工業株式会社日邦工業株式会社日邦工業株式会社日邦工業株式会社
　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　　資本金　：：：：：5 05 05 05 05 0 百万円百万円百万円百万円百万円
　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　　従業員　：：：：：414 14 14 14 1 人人人人人
　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象　報告対象：：：：：裾野工場裾野工場裾野工場裾野工場裾野工場

（2003年 3月末現在）

日本油脂株式会社日本油脂株式会社日本油脂株式会社日本油脂株式会社日本油脂株式会社
資本金資本金資本金資本金資本金：：：：：15,99415,99415,99415,99415,994 百万円百万円百万円百万円百万円
従業員従業員従業員従業員従業員 1,6751,6751,6751,6751,675 人人人人人
報告対象報告対象報告対象報告対象報告対象：：：：：①①①①①尼崎工場尼崎工場尼崎工場尼崎工場尼崎工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②②②②②千鳥工場千鳥工場千鳥工場千鳥工場千鳥工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③③③③③愛知事業所愛知事業所愛知事業所愛知事業所愛知事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④④④④④大分工場大分工場大分工場大分工場大分工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤⑤⑤⑤⑤王子工場王子工場王子工場王子工場王子工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥⑥⑥⑥⑥筑波研究所筑波研究所筑波研究所筑波研究所筑波研究所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦⑦⑦⑦⑦本社本社本社本社本社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧⑧⑧⑧⑧大阪支社大阪支社大阪支社大阪支社大阪支社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨⑨⑨⑨⑨名古屋支店名古屋支店名古屋支店名古屋支店名古屋支店
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩⑩⑩⑩⑩福岡支店福岡支店福岡支店福岡支店福岡支店

※日本油脂単体 ※日本油脂単体
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  日本油脂は、1995年に日本レスポンシブル･ケア協議会（ＪＲＣＣ）が発足するに際しては､設立当初から加盟
すると共に、ＲＣ指針に従った環境・安全・健康の自主管理活動を実施しております。

レスポンシブル･ケア活動(Responsible Care活動)では、

　　①自主的な活動であること
　　②事業活動の全てのプロセスを対象としていること　

この２つを基本理念としています。

　ＲＣ委員会は、設備環境安全統括部門の管掌役員を委員長と
して、社長より委嘱を受けたメンバーで構成されています。ま
た、事業部門に統括ＲＣ管理者を、工場・研究所にＲＣ管理者
をそれぞれ任命し、環境目標の具体的な展開を図っています。
　ＲＣ活動の成果は、本社設備環境安全統括部門が全工場(1事
業所・4工場)を訪問して行なうＲＣ内部監査によりチェックし
次年度のＲＣ活動方針に反映することにより、P D C A
(Plan,Do,Check,Action)のサークルを回しながら全社の活動
を推進しています。

『化学物質の開発から廃棄に至る全ての過程において、
 自主的に 環境･安全･健康面の対策を行う自主管理の
 活動』です。

５つの安全５つの安全５つの安全５つの安全５つの安全

　日本油脂では、安全衛生、公害防止などの旧来から実施して
きた活動をＲＣ活動として一本化すると共に、環境安全･製品
安全･労働安全･設備安全･物流安全の５つの安全を柱として、
毎年箇所毎に重点実施項目を定めＲＣ目標の具体的展開を図っ
ています。

ＲＣの推進体制ＲＣの推進体制ＲＣの推進体制ＲＣの推進体制ＲＣの推進体制

組織と方針組織と方針組織と方針組織と方針組織と方針

ＲＣとはＲＣとはＲＣとはＲＣとはＲＣとは

日本油脂のレスポンシブル日本油脂のレスポンシブル日本油脂のレスポンシブル日本油脂のレスポンシブル日本油脂のレスポンシブル･････ケア組織はＲＣ委員会を中心に構成されています。ケア組織はＲＣ委員会を中心に構成されています。ケア組織はＲＣ委員会を中心に構成されています。ケア組織はＲＣ委員会を中心に構成されています。ケア組織はＲＣ委員会を中心に構成されています。

日本油脂のＲＣ活動は、日本油脂のＲＣ活動は、日本油脂のＲＣ活動は、日本油脂のＲＣ活動は、日本油脂のＲＣ活動は、５つの安全を柱として推進しています。５つの安全を柱として推進しています。５つの安全を柱として推進しています。５つの安全を柱として推進しています。５つの安全を柱として推進しています。



2 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3 年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書（（（（（77777 ）））））

日本油脂は、日本油脂は、日本油脂は、日本油脂は、日本油脂は、
          顧客顧客顧客顧客顧客・・・・・地域住民地域住民地域住民地域住民地域住民・・・・・従業員に対する安全と健康の確保のため、従業員に対する安全と健康の確保のため、従業員に対する安全と健康の確保のため、従業員に対する安全と健康の確保のため、従業員に対する安全と健康の確保のため、また、また、また、また、また、環境の保全ならびに生態系お環境の保全ならびに生態系お環境の保全ならびに生態系お環境の保全ならびに生態系お環境の保全ならびに生態系お
よび資源の保護のために、よび資源の保護のために、よび資源の保護のために、よび資源の保護のために、よび資源の保護のために、レスポンシブルレスポンシブルレスポンシブルレスポンシブルレスポンシブル・・・・・ケアケアケアケアケア（（（（（責責責責責任任任任任あああああるるるるる配配配配配慮慮慮慮慮）））））を持って全ての事業活動を行うを持って全ての事業活動を行うを持って全ての事業活動を行うを持って全ての事業活動を行うを持って全ての事業活動を行う
ことを環境安全、ことを環境安全、ことを環境安全、ことを環境安全、ことを環境安全、製品安全、製品安全、製品安全、製品安全、製品安全、設備安全、設備安全、設備安全、設備安全、設備安全、物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とす物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とす物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とす物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とす物流安全及び労働安全の５つの安全に関わる経営方針とす
る。る。る。る。る。
          日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、日本油脂および関係会社の全ての役員ならびに従業員は、
          　　　　　(((((１１１１１) ) ) ) ) 社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、社会環境や自然環境に対する十分な安全配慮を持ち、
　　　　　  (  (  (  (  (２２２２２) ) ) ) ) 適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、適切な自主管理と緊密な業務提携のもとに、
　　　　　  (  (  (  (  (３３３３３) ) ) ) ) 信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、信頼性の高い安全性評価と関連法規の遵守により、
　　　　　  (  (  (  (  (４４４４４) ) ) ) ) 製品の開発から製造製品の開発から製造製品の開発から製造製品の開発から製造製品の開発から製造･････流通流通流通流通流通･････使用を経て、使用を経て、使用を経て、使用を経て、使用を経て、最終の廃棄に至るまでの全てのプロセスに最終の廃棄に至るまでの全てのプロセスに最終の廃棄に至るまでの全てのプロセスに最終の廃棄に至るまでの全てのプロセスに最終の廃棄に至るまでの全てのプロセスに
　　　　おける、　　　　おける、　　　　おける、　　　　おける、　　　　おける、環境環境環境環境環境・・・・・安全および健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければならない。安全および健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければならない。安全および健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければならない。安全および健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければならない。安全および健康に及ぼす影響を最小化するように努めなければならない。

　　＜全社環境目標＞　　＜全社環境目標＞　　＜全社環境目標＞　　＜全社環境目標＞　　＜全社環境目標＞

20102010201020102010 年迄に年迄に年迄に年迄に年迄に 19901990199019901990 年実績に対し年実績に対し年実績に対し年実績に対し年実績に対し

　　　　　①①①①①エネルギー原単位を１０％向上エネルギー原単位を１０％向上エネルギー原単位を１０％向上エネルギー原単位を１０％向上エネルギー原単位を１０％向上

　　　　　②②②②②産業廃棄物発生量の内、産業廃棄物発生量の内、産業廃棄物発生量の内、産業廃棄物発生量の内、産業廃棄物発生量の内、外部埋立処分量を８０％削減外部埋立処分量を８０％削減外部埋立処分量を８０％削減外部埋立処分量を８０％削減外部埋立処分量を８０％削減

　　　　　③③③③③産業廃棄物のリサイクル率を１５％向上産業廃棄物のリサイクル率を１５％向上産業廃棄物のリサイクル率を１５％向上産業廃棄物のリサイクル率を１５％向上産業廃棄物のリサイクル率を１５％向上

ISOIS OI S OI S OI S O 認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度認証取得達成目標年度

　全工場箇所は　全工場箇所は　全工場箇所は　全工場箇所は　全工場箇所は ISOISOISOISOISO １４００１の認証を１４００１の認証を１４００１の認証を１４００１の認証を１４００１の認証を 200520052 0 0 52 0 0 52 0 0 5 年度末迄に取得する。年度末迄に取得する。年度末迄に取得する。年度末迄に取得する。年度末迄に取得する。

環境目標達成状況環境目標達成状況環境目標達成状況環境目標達成状況環境目標達成状況

　　実績（1990年度を100とした場合の比率） 補足説明の
　　　1990年度 1998年度 2000年度 2002年度 　ページ

①　エネルギー原単位　１０％向上 １００ 　９２ 　９５ 　９３ 10ページ
②　外部埋立処分量　　８０％削減 １００ 　７８ 　７８ 　６５ 12ページ
③　リサイクル率　　　１５％向上 １００ １３６ １４８ １３１ 18ページ

　2002年度の日本油脂単体における環境目標の達成状況は、下表の通りです。

　リサイクル率の向上については、既に目標を達成しています。今後、産廃発生量そのものを減少させる方向へ活動を進
めますので、リサイクル率は変動するものの、目標を上回る成果が得られるものと期待しています。
　エネルギー原単位ならびに外部埋立処分量については、目標達成に向け着実に取組んでいますが、後述のように、各箇
所で作成した環境目標達成スケジュールの必達が不可欠です。

　＜ISO14001認証取得の状況＞

　愛知(99年 1月)、千鳥(01年 5月)、尼崎(01年 10月)、大分(03年 3月)は、認証取得済みです。
　王子工場は、2005年度末までに認証取得する予定となっています。

環境目標

環境方針環境方針環境方針環境方針環境方針

環境目標環境目標環境目標環境目標環境目標

日本油脂は、日本油脂は、日本油脂は、日本油脂は、日本油脂は、レスポンシブルレスポンシブルレスポンシブルレスポンシブルレスポンシブル･････ ケアを実践します。ケアを実践します。ケアを実践します。ケアを実践します。ケアを実践します。



2 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3 年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書( 8 )( 8 )( 8 )( 8 )( 8 )

         項目   金額(百万円)
当該期間の投資総額   　　5,722
当該期間の研究開発費の総額   　　4,436
(1)-3に係る有価物の売却額　　  　　　6
(2)に係る有価物の売却額 　   　　13

①環境庁「2002年度版環境会計ガイドライン」に準拠しました。
②集計期間は、2002年4月1日～2003年3月31日で、集計範囲は日本油脂㈱単体です。
③投資額は、2002年度に実施した環境保全を目的とした設備の投資額です。
④費用額は、環境保全を目的とした設備の減価償却費、維持管理費、ならびに人件費を含んでいます。
⑤環境保全を目的とする設備を含むものの、当該部分を明確に分離できない場合には、按分計算は行わず、
　その全額を計上しておりません。
⑥効果は、環境保全効果を物量単位で集計しました。経済効果については、物量の変動を適切な精度で金額
　評価出来ないため、 有価物の売却額のみ示しました。 従って､リスク回避等の仮定に基づくみなし効果に
　ついても記載しておりません。

                            (単位：百万円)
　　年　度 2001年度 2002年度
環境対応費用額  1,715  1,851

環境会計環境会計環境会計環境会計環境会計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境保全コスト
　　　　　　　　　　分　類 　　　　主な取組み内容 投資額 費用額
(１)事業エリアコスト　(１)－１　公害防止コスト 　廃水処理設備/水質汚濁の防止 　44   496

　（１)－２　地球環境コスト 　主に省エネ投資 　17 　  4
　（１)－３　資源循環コスト 　産業廃棄物処理費用 　 5   457

(２)上・下流コスト 　容器・包装低減費用 　 0     5
(３)管理活動コスト 　環境監視・改善・人件費 　 3   321
(４)研究開発コスト 　環境負荷抑制研究費 　 0   555
(５)社会活動コスト 　環境保全地域支援費 　 0     9
(６)環境損傷対応コスト 　 　 0     0
(７)その他コスト 　 　 0     0

合計 　70 1,851

～集計･算出の前提条件～

　日本油脂では、ＲＣ活動の成果を定量的に把握するために、2002年度(2001年度実績)から環境会計を導入しています。
環境会計作成の目的は次の２つです。

集計範囲：日本油脂単体
対象期間：2002年4月1日～2003年3月31日 （単位：百万円）

①環境保全コストとその効果を把握することで、より効率的な環境保全活動を行う。
②環境会計を公表し、社外の皆様に当社の取組みを理解して頂くための材料として提供する。

2002年度の環境保全コストは、投資額70百万円、
環境対応費用額1,851百万円を投入しました。

当社では、従来より環境保全のための設備投資を
継続して実施してきました。2002年度は、抜本的
な設備更新に着手しており、1年を超える工事期
間を要するため、見掛け上、投資額が小さくなっ
ています（同様の理由で2003年度の投資予定額が
大きくなっています）。

2002年度の環境保全のための費用額は、2001年
度より約8％増加しました。これは主に、産業廃
棄物発生量の増加に伴う処理費用の増加に因りま
す。

　　　　　（（（（（１１１１１）））））環境保全コスト環境保全コスト環境保全コスト環境保全コスト環境保全コスト



2 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3 年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書（（（（（99999 ）））））

　環境保全効果は、絶対量の増減と、製品1ﾄﾝ当りの原単位の増減を併記しました。また、基準年度を前年度（2001年
度）とした場合と、当社の環境目標の基準年である1990年度とした場合の両方について、増減を記載しました。

前年より絶対量を削減し、原単位を改善した指標　　：ＮＯｘ排出量、ＣＯＤ排出量　（⇒　16ページ参照）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水使用量　（⇒　18ページ参照）

前年より原単位を改善したが、絶対量は増加した指標：エネルギー使用量、ＣＯ2排出量　（⇒　10ページ参照）
　
前年より絶対量が増加し、原単位が悪化した指標　　：産業廃棄物の排出量および最終埋立量（⇒　12ページ参照）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＯｘ排出量　（⇒　16ページ参照）

効果の内容 指標の分類 　　単位 環境保全効果を表す指標
対2001年度 対1990年度

環境保全効果

エネルギーの投入（原油換算）

水の投入

ＣＯ2の排出量

ＳＯｘの排出量

ＮＯｘの排出量

ＣＯＤの排出量

産業廃棄物の排出量

産業廃棄物の最終埋立量

kＬ 　＋2,247 　▲8,070
Ｌ /製品1ﾄﾝ 　　▲11 　　▲23
千ﾄﾝ 　　▲15 　　▲854
Ｌ /製品1ﾄﾝ 　　▲4 　　▲9
tonＣＯ2 　＋5,541 　▲6,973
㎏ /製品1ﾄﾝ 　　▲21 　　▲2
ﾄﾝ 　　＋1.5 　　▲4.7
ｇ /製品1ﾄﾝ 　　＋0.4 　　▲10
ﾄﾝ 　　▲0.8 　　▲17
ｇ/製品1ﾄﾝ 　　▲30 　　▲60
ﾄﾝ 　　▲1.3 　　▲3.6
ｇ /製品1ﾄﾝ 　　▲37 　　＋2.3
ﾄﾝ 　＋1,748 　＋5,500
㎏ /製品1ﾄﾝ 　　＋2.8 　　＋29
ﾄﾝ 　＋1,136 　▲2,757
㎏ /製品1ﾄﾝ 　　＋3.9 　　▲11

事業活動に投入する
資源に関する効果

事業所から排出する
環境負荷および廃棄
物に関する効果

環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために環境活動の成果を経営に反映させるために

　2002年度の内部監査による改善事項は全部で57件あり、主要な内容は以下の3項目です。
　　　①全社環境目標値達成の為の具体策の再検討
　　　②環境対策で得られた効果の明確化
　　　③各種環境関連法への適切な対応の実施　　　
なお、2001年度の改善事項については、全て対応が完了していることを確認致しました。

2002200 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度活動の内部監査年度活動の内部監査年度活動の内部監査年度活動の内部監査年度活動の内部監査

01下監査時の指摘 25

02上監査時の指摘 29

02下監査時の指摘 28

対応状況（上段：完了件数／下段：継続件数）
　02上監査 　02下監査 　03上監査

指摘
件数

21
 4
－
－
－
－

 3
 1
26
 3
－
－

 1
 0
 2
 1
19
 9

　ＲＣ監査時の指摘事項は、半年後の監査時に
対応が完了したかどうかフォローアップしていま
す。指摘事項には、短期の課題だけでなく中・長
期の課題も含まれるため、対応完了までの期間に
バラツキがありますが、右表から判るように、概
ね１年以内に対応が完了しており、ＲＣ活動にお
けるＰＤＣＡは回っていると考えます。

　　　　　（（（（（２２２２２）））））環境保全効果環境保全効果環境保全効果環境保全効果環境保全効果



2 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3 年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書( 1 0 )( 1 0 )( 1 0 )( 1 0 )( 1 0 )

2 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度日本油脂グループの温暖化ガス排出量は、年度日本油脂グループの温暖化ガス排出量は、年度日本油脂グループの温暖化ガス排出量は、年度日本油脂グループの温暖化ガス排出量は、年度日本油脂グループの温暖化ガス排出量は、
ＣＯＣＯＣＯＣＯＣＯ22222 換算で換算で換算で換算で換算で 159159159159159 千千千千千ﾄﾝ/ﾄﾝ/ﾄﾝ/ﾄﾝ/ﾄﾝ/ 年でした。年でした。年でした。年でした。年でした。

　日本油脂グループの排出する温暖化ガスは、約99％がＣＯ2であり、
地球温暖化防止の対策としては、ＣＯ2の削減が活動の大部分を占め
ています。

　日本油脂グループのＣＯ2排出量は、エネルギーの使用に起因する
ものが95％、産業廃棄物等の焼却減量に起因するものが 5 ％です。
このため、ＣＯ2削減対策は省エネ中心の活動となります。

※　その他約１％は、主にフロンHFC-134aの排出によるものです。
　　フロンHFC-134aの排出は、高圧ガス取締法に基づく定期点検指示に従っ
　　て開放点検を実施した際に、 技術的に回収不能の分が止むを得ず排出さ
　　れたものです。（ﾌﾛﾝHFC-134a：CH2F-CF3　1,1,1,2-ﾃﾄﾗﾌﾙｵﾛｴﾀﾝ）　

　購入したエネルギーの内訳は、電気44％、燃料40％、
  熱(蒸気)16％です。
　日本油脂単体のエネルギー購入量は、2,525千GJでした。

　購入している燃料の内訳は、都市ガス70％、Ａ重油20％、
ＬＰＧ10％です。これまでに実施した省エネ対策(燃料転換)で
より環境負荷の少ない燃料に切替えています。

　日本油脂単体における、これまでのＣＯ2排出量の推移は、
左図のとおりです。

ＣＯ2排出量の推移（日本油脂単体）

※　2002年度の関係子会社全体のＣＯ2排出量は、16千ﾄﾝで、グループ全体
　　の約10％です。また、関係子会社のＣＯ2は、ほぼ全量がエネルギーの
　　使用に起因しています。

　京都議定書に基づき、産業界においては、温暖化ガス排出量を1990年
に対して7％削減することが国の施策として示されています。日本油脂グ
ループでは、温暖化ガスを2010年までに1990年に対して7％以上削減
することに取組んでいます。

温暖化ガス排出量温暖化ガス排出量温暖化ガス排出量温暖化ガス排出量温暖化ガス排出量

地球温暖化防止地球温暖化防止地球温暖化防止地球温暖化防止地球温暖化防止

日本油脂グループの排出するＣＯ日本油脂グループの排出するＣＯ日本油脂グループの排出するＣＯ日本油脂グループの排出するＣＯ日本油脂グループの排出するＣＯ2 2  2  2  2  は、は、は、は、は、
主にエネルギーの使用により発生しています。主にエネルギーの使用により発生しています。主にエネルギーの使用により発生しています。主にエネルギーの使用により発生しています。主にエネルギーの使用により発生しています。

2 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度日本油脂グループのエネルギー購入量は、年度日本油脂グループのエネルギー購入量は、年度日本油脂グループのエネルギー購入量は、年度日本油脂グループのエネルギー購入量は、年度日本油脂グループのエネルギー購入量は、
2,8162,8162,8162,8162,816 千千千千千 GJGJGJGJGJ でした。でした。でした。でした。でした。

日本油脂単体では、日本油脂単体では、日本油脂単体では、日本油脂単体では、日本油脂単体では、2 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度のＣＯ年度のＣＯ年度のＣＯ年度のＣＯ年度のＣＯ22222 発生量は、発生量は、発生量は、発生量は、発生量は、
前年より前年より前年より前年より前年より 44444％増加し、％増加し、％増加し、％増加し、％増加し、19 9 01 9 9 01 9 9 01 9 9 01 9 9 0 年度に対して５％削減年度に対して５％削減年度に対して５％削減年度に対して５％削減年度に対して５％削減
となりました。となりました。となりました。となりました。となりました。

主な購入燃料は、主な購入燃料は、主な購入燃料は、主な購入燃料は、主な購入燃料は、都市ガスです。都市ガスです。都市ガスです。都市ガスです。都市ガスです。
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　日本油脂の各工場で2002年度に実施された温暖化対策の内、主な施策は下記の通りです。

　上記の施策により、尼崎工場・愛知事業所・大分工場のエネルギー原単位は向上し、

　　　　　　全社合計のエネルギー原単位は3.4％向上
しました。しかしながら、製造数量の増加により

　　　　　　エネルギー使用量の絶対値は2,250kL(原油換算)増加
したため、結果としてＣＯ2排出量は、

　　　　　　前年に比べ約5,500tonCO2増加
しました。事業規模拡大に伴うＣＯ2排出量の増加を技術改良等で如何に吸収するかが、当社の課題です。

尼崎工場コージェネレーションシステム
　　　（尼崎ユーティリティーサービス ）

　これまでの取組みの内、大型設備投資を行って大きな効果を挙げた
施策は以下の通りです｡

　1994年　尼崎ユーティリティーサービス設立

コジェネレーションによる電気・蒸気の供給を行う会社
を関西熱学㈱様と共同出資により設立し尼崎工場で使用
する燃料・電気を全面的に同社からの供給に切り替えま
した｡ この施策により、尼崎工場のエネルギー原単位は
約20％向上しました。

設備改善により、使用する燃料をＡ重油からＬＰＧに変更
しました。この設備投資により大分工場のエネルギー原単
位は約15％向上しました。

尼崎ユーティリティーサービスは、1998年に
特定電気事業者（日本で２番目）として認可
されました。

箇所　　　　　　　　　　 主な取組み内容 　　エネルギー原単位の変化
尼崎工場 原料油タンクの保温実施（３基）、蒸気ﾄﾗｯﾌﾟの保温（2003個） ５％向上
千鳥工場 機器類運転条件の見直しによる電力の削減（小集団活動） 変化なし
愛知事業所 製造プロセスの抜本的転換によるエネルギーの節約 ９％向上
大分工場 反応触媒更新における高効率の新触媒採用 ８％向上
王子工場 事業上の理由により、有効な対策が実施出来なかった。 ２％悪化

　日本油脂における温暖化ガスの削減活動は、主に省エネ活動であり、全社環境目標に掲げるエネルギー原単位向上を達
成することが最終目標です。当社では、過去に大型の省エネ投資を行った尼崎・大分工場を含めて、今後も毎年１％のエ
ネルギー原単位向上を達成して、エネルギー使用の効率アップに努めると共に、設備更新の際には、積極的に省エネタイ
プを採用していきます。各工場で計画している設備更新で省エネタイプを採用する効果と、小集団活動等によるエネル
ギー削減等により、2010年度のＣＯ2排出量は、1990年度に対して10％の削減となる計画であり、産業界の目標値であ
る7％削減を上回る効果を得られる見込みです。

上記の他に、様々な設備改善・小集団活動を実施し、2001年度までに1990年度に対して、１３千tonCO2/年のＣＯ2を
削減することができました(1990年度に対して、削減率約8％)

　1998年　大分工場燃料転換

これまでのこれまでのこれまでのこれまでのこれまでの温暖化対策温暖化対策温暖化対策温暖化対策温暖化対策

20022002200220022002 年度の温暖化対策年度の温暖化対策年度の温暖化対策年度の温暖化対策年度の温暖化対策

今後の温暖化対策今後の温暖化対策今後の温暖化対策今後の温暖化対策今後の温暖化対策
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日本油脂単体の日本油脂単体の日本油脂単体の日本油脂単体の日本油脂単体の 200 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度の状況年度の状況年度の状況年度の状況年度の状況

　　2002年度の活動成果（対前年比較）

　　項目 対前年
内部ﾘｻｲｸﾙ量 　＋368ﾄﾝ
場内減量化量 ＋4,380ﾄﾝ
外部処理委託量 　▲547ﾄﾝ
外部最終埋立量 　▲344ﾄﾝ

　2002年度は、前年度に比べて生産量が増加したこと等に伴って、産業
廃棄物発生量も2万6千ﾄﾝ増加しました。

　2002年度は、内部リサイクル・場内処理を中心とした削減活動（主な
取組み内容を13ページに示しました）に取り組みました。その活動成果
を集計すると、外部処理委託量、外部最終埋立量共に減少しており、金
額評価すると、26百万円の費用を削減する効果が得られました。また、活
動成果として得られた外部最終埋立量▲344ﾄﾝは、環境目標の5％に相当
します。

　日本油脂グループ全体で2002年度に発生した産業廃棄物は約15万トンです。この内、86.7％を事業所内で減量化・再
利用し、残り13.3％を工場外に排出しました。排出された産業廃棄物の38.8％は、リサイクルされ、32.2％は減量化し
ているものの、発生量全体の3.9％に相当する産廃は、最終埋立処分されています。

20022002200220022002 年度の産業廃棄物発生量は、年度の産業廃棄物発生量は、年度の産業廃棄物発生量は、年度の産業廃棄物発生量は、年度の産業廃棄物発生量は、前年度に対して前年度に対して前年度に対して前年度に対して前年度に対して
22222 万万万万万 66666 千千千千千ﾄﾝﾄﾝﾄ ﾝﾄ ﾝﾄ ﾝ増加しました。増加しました。増加しました。増加しました。増加しました。

活動の成果として、活動の成果として、活動の成果として、活動の成果として、活動の成果として、環境目標の５％に相当する環境目標の５％に相当する環境目標の５％に相当する環境目標の５％に相当する環境目標の５％に相当する
埋立量を削減しました。埋立量を削減しました。埋立量を削減しました。埋立量を削減しました。埋立量を削減しました。

■汚泥の発生量は、 経済産業省の委託を受けて産廃の統計調査を実施している(財)ｸﾘｰﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｾﾝﾀｰの産廃集計方式に準じて、
　汚泥の固形分を基に換算した数量を産廃発生量としています。
■脱水減量とは、ﾌｨﾙﾀｰﾌﾟﾚｽで余剰汚泥の水分を除去する工程を指します。

産廃発生量の推移(日本油脂単体)

　日本経団連の策定した産業界全体の目標では、産業廃棄物の外部最終
埋立量を2010年までに1990年に対して75％削減することとしています。
日本油脂では、日本化学工業協会で取り纏められている環境自主行動計
画を参考にして、独自の自主目標として、外部最終埋立処分量を2010年
までに1990年に対して80％削減することにしています。

日本油脂グループの産業廃棄物の処理状況日本油脂グループの産業廃棄物の処理状況日本油脂グループの産業廃棄物の処理状況日本油脂グループの産業廃棄物の処理状況日本油脂グループの産業廃棄物の処理状況

産業廃棄物削減の取組み産業廃棄物削減の取組み産業廃棄物削減の取組み産業廃棄物削減の取組み産業廃棄物削減の取組み
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　尼崎工場：プロセスの変更、設備改善等により、
　　　 　　 汚泥の発生を抑制する。
愛知事業所：内部処理のための大型設備を導入する。

　日本油脂の外部最終埋立処分量の内訳は、汚泥に因るものが全体の9割強
を占めており、対策の中心は汚泥の発生・処理対策となりますが、中でも尼
崎工場の汚泥が全体の7割強を占めています。
　産廃の全社環境目標を達成するためには、その大半を占める尼崎工場と愛
知事業所の目標必達が絶対条件です。現在、有機汚泥に係る外部最終埋立量
を削減するため、それぞれ次の方針で検討を継続中です。

＜2002年度の主な外部埋立量削減対策＞

（注1） 前年度に活動が大きく進展しており、2002年度はそれを上回る効果を得るに至りませんでした。
（注2）大分工場の外部最終埋立処分量は、2002年度実績で36ﾄﾝ/年で、工事廃材(22ﾄﾝ)と廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ(14ﾄﾝ)の埋立を無くせば
　　　ゼロエミッションを達成出来ますが、最後の詰めが技術面およびコスト面で難航しています。

尼崎工場 汚泥の内部処理(焼却)による減量化推進 　　　前年実績に及ばず(注1)

千鳥工場 汚泥（廃アルカリ）の外部リサイクル量の増加 　対前年40％削減
愛知事業所 汚泥の外部リサイクル量の増加 　対前年14％削減
大分工場 新規の有効対策を実施できず（注2） 　－
王子工場 廃プラスチックの外部委託処理 　対前年9％削減

箇所　　　　　　　　　　 主な取組み内容 　　 　　対策の効果

　通常、産業廃棄物発生量が増えると、それに伴って工場外に排出する
廃棄物の数量も多くなります。2002年度は、生産量増加に伴い産業廃棄
物発生量が大幅に増加したものの、諸活動の実施により外部最終埋立処
分量の増加を1,100トンに留めました。次年度は、産業廃棄物発生量を
2001年度の水準に下げるよう取組みを強化していますので、外部最終埋
立処分量も前年並みの水準以下に出来ると考えています。

日本油脂単体としての外部最終埋立量は、日本油脂単体としての外部最終埋立量は、日本油脂単体としての外部最終埋立量は、日本油脂単体としての外部最終埋立量は、日本油脂単体としての外部最終埋立量は、前年度に前年度に前年度に前年度に前年度に
対して対して対して対して対して 1,100 ﾄ ﾝ1 , 1 0 0 ﾄ ﾝ1 , 1 0 0 ﾄ ﾝ1 , 1 0 0 ﾄ ﾝ1 , 1 0 0 ﾄ ﾝ増加しました。増加しました。増加しました。増加しました。増加しました。

　上記の対策実施により、外部最終埋立処分量全体の９割強に対して抜本対
策が講じられるので、2010年までに大幅に削減される見込みです。今後、具
体的な設備・技術の検討に加えて、安全性・環境負荷低減効果等を総合的に
評価していく予定です。
　当社においては、『ゼロエミッション』とは､外部埋立処分量をゼロにする
ことと定義しています。今後全社的に、2010年以降の最終目標として、ゼロ
エミッション達成を目指して検討を継続していきます。

外部最終埋立量の推移(日本油脂単体)

今後の削減対策今後の削減対策今後の削減対策今後の削減対策今後の削減対策
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　　項目 2001年度 2002年度
取扱物質数 　　76 　74

取扱数量[千ﾄﾝ/年] 　32.2 　36.7

大気への排出量[ﾄﾝ/年] 　 314   347

水域への排出量[ﾄﾝ/年] 　0.17　 　0.35

土壌への排出量[ﾄﾝ/年] 　　0 　　0

評価
取扱いのあった対象物質の内、２物質の取扱いを
無くしました。
2002年度は生産数量の増加に伴って、対象物質の
取扱い数量が4.5千ﾄﾝ増加しました。
溶剤回収設備の不調により、前年に比べ排出量は
33ﾄﾝ増加しました。なお、当該設備の更新工事を
完了しており、次年度への影響はありません。
排水中の対象物質含有量の分析を行い、推定され
る最大排出量を見直しました。
土壌への排出は、前年同様にありません。

20022002200220022002 年度の状況年度の状況年度の状況年度の状況年度の状況

　日本油脂では、　日本油脂では、　日本油脂では、　日本油脂では、　日本油脂では、PRTRP R T RP R T RP R T RP R T R 法対象物質の他に、法対象物質の他に、法対象物質の他に、法対象物質の他に、法対象物質の他に、日本化学工業協会が推奨する自主監視物質日本化学工業協会が推奨する自主監視物質日本化学工業協会が推奨する自主監視物質日本化学工業協会が推奨する自主監視物質日本化学工業協会が推奨する自主監視物質
を含めて排出量の削減に取り組んでいます。を含めて排出量の削減に取り組んでいます。を含めて排出量の削減に取り組んでいます。を含めて排出量の削減に取り組んでいます。を含めて排出量の削減に取り組んでいます。

2002年度の排出量合計は、
　　348ﾄﾝ348ﾄﾝ348ﾄﾝ348ﾄﾝ348ﾄﾝ　でした。

　図は、日本油脂におけるPRTR法
対象物質の合計を示しています。

＜主要項目の補足説明＞

１工場からの年間の排出量が10ﾄﾝ以
上の物質は、４物質４物質４物質４物質４物質あります。

 193（23％増）
  49（14％増）
  48（ 4％減）
  13（ 2％減）
（303）

この4物質で、排出量全体の約9割を
占めており、これらの対策が重点課
題です。
　
2002年度の再資源化量合計は、
　　10.4ﾄﾝ10.4ﾄﾝ10.4ﾄﾝ10.4ﾄﾝ10.4ﾄﾝ　で、前年に比べ
22％増えました。

～自主監視物質について～

　日本油脂では、ＰＲＴＲ法対象物質の他に日本化学工業協会が推奨する自主監視物質についても、排出量を把握・削減
に取組んでいます。2002年度に取扱いのあった自主監視物質は43物質（年間取扱量合計16千ﾄﾝ）あり、今後も適切な
管理を継続します。

※自主監視している43物質の2002年度排出量合計は、429ﾄﾝです。自主監視物質の内、取扱数量が大きい物質につ
いては、ISO14001のシステムの中で管理されています。

箇所　　物質　　　数量ﾄﾝ（対前年）
尼崎　　ﾄﾙｴﾝ　
千鳥　　ﾄﾙｴﾝ　 　
 〃 　3-ｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ
尼崎　　ｸﾛﾛﾒﾀﾝ　　

※場内除去処理量は、燃焼式の脱臭装置で処理した数量と、
　原料として購入した後に反応によって他の物質に変化した
　数量の合計です。

ＰＲＴＲＰＲＴＲＰＲＴＲＰＲＴＲＰＲＴＲ
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（単位：㎏）

　PRTR法第１種特定物質の2002年度における排出量・移動量は、次の通りです。

届出物質一覧表届出物質一覧表届出物質一覧表届出物質一覧表届出物質一覧表
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　2002年度のSOxは、20ﾄﾝ/年であり、前年に比べて約
８％増加しました｡これは、油脂ピッチ等の焼却によるも
のです。これらは、産廃の活用施策の結果ですが、環境
負荷・排出基準の点で注意しながら対応していく必要が
あります。

　2002年度のNOx排出量は80ﾄﾝ/年でした。NOxは、省
エネを推進する中で増加要因はなく、従来の管理幅内で
の運転を継続します。

　2002年度のはいじん排出量は6ﾄﾝ/年で、前年に比べ
て約30％増加しました｡これは、尼崎工場で油脂ピッチ
の焼却量を前年より12％増加したことに因ります。今
後も、産廃減量・活用の面で焼却を継続しますが、環境
負荷・排出基準の点で注意しながら対応していく必要が
あります。

　日本油脂では、法規等で定められた排出基準に対して、
安全率を掛けた自主的な排出基準を定め､異常発生時で
あっても排出基準値以下での運転が可能となるよう万全
の体制を整えています。
　また、ＲＣ活動の一環として、各種環境負荷に関する
2010年の自主管理目標を策定し、継続的な環境負荷の削
減に取組んでいます｡

　大気汚染防止法等に関連した環境負荷の排出状況は次
の通りです｡

　製造工程等で使用している冷凍機類の冷媒として、オ
ゾン層破壊物質であるフロンを一部の機器で使用してい
ます。これらの機器に関しては、日頃から厳重な管理を
行い、定期的なメンテナンスを実施していますが、運転
中にメカニカルシール部などから漏洩しています。
　日本油脂における2002年度のオゾン層破壊物質の排
出量は、CFC-11換算で222㎏ /年でした。

＜排出量の内訳＞
　　種類　　　数量    CFC-11換算した数量
　　HCFC-22　3,994    　　　220
　　R-502　      8      　　　2
　　　　　　　　　　　　　（合計222㎏/年）

　当社において保有しているフロン冷媒使用機器は、
1959台で、この内、特定フロンを含んだ機器は、273台
あります。
　　　　
　　　　フロン使用機器の総数　　1,959台
　　　　内、特定フロン使用機器　　273台　　
　　　　　　　　
　　　　特定フロンの総量　253.8㎏

特定フロンを含有する機器については、全ての工場にお
いて適切な管理の下で使用を継続いたしますが、特定フ
ロン使用機器273台の全てについて更新計画を立案し、
順次更新を行っていきます。また、更新時は認可を受け
た処理業者で適切な処理を実施します。

ＳＯx排出量の推移（日本油脂単体）

ＮＯx排出量の推移（日本油脂単体）

はいじん排出量の推移（日本油脂単体）

その他の環境負荷その他の環境負荷その他の環境負荷その他の環境負荷その他の環境負荷

　ＳＯ　ＳＯ　ＳＯ　ＳＯ　ＳＯ xxxxx

　ＮＯｘ　ＮＯｘ　ＮＯｘ　ＮＯｘ　ＮＯｘ

ばいじんばいじんばいじんばいじんばいじん(((((すす、すす、すす、すす、すす、固体粒子固体粒子固体粒子固体粒子固体粒子)))))

大気汚染の防止大気汚染の防止大気汚染の防止大気汚染の防止大気汚染の防止

オゾン層破壊物質の排出量オゾン層破壊物質の排出量オゾン層破壊物質の排出量オゾン層破壊物質の排出量オゾン層破壊物質の排出量
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　2002 年度のBOD 排出量は51ﾄﾝ、COD 排出量は89ﾄﾝ
で、それぞれ排出量が減少しました。排出量の割合が多
いのは、愛知事業所と尼崎工場ですが、共に、プラント
での油水分離強化による廃水負荷の低減活動を行ってお
り、この効果がBOD･CODの減少につながりました。
　浮遊物質に関しては､2002年度の排出量は32ﾄﾝで、前
年に比べて約20％減少しました｡これは、前述の油水分
離の強化による廃水負荷の低減効果によるものと考えら
れます。浮遊物質は既に目標値を達成していますが、今
後もBOD･CODを削減する中で、付随して低減されると考
えられます。

　当社においては、土壌汚染の防止に細心の注意を払っ
ております。2002年度も、有害物質の土壌への排出は、
ありませんでした。

　2002年度の有害大気汚染物質等の自主管理物質の総排
出量は、7.2ﾄﾝ/年でした。2000年より排出量の測定頻
度を増やして管理体制を強化した上でプロセス見直しを
中心とした対策を実施した結果、前年と同様に、継続し
て排出量を削減することができました。

　物流においては、モーダルシフト等の輸送手段変更に
よる温暖化ガスの削減や、包装容器の統合による省資源
活動にとりくんでいます。
　しかしながら、総走行距離の把握が出来ていないた
め、物流に係る環境負荷の数値化には至っておりませ
ん。今後、負荷の把握に努め、より有効な改善活動を実
施していきます。

　※　ＰＲＴＲ法対象物質に関しては､１４ページを参考
　　　にして下さい。

ＢＯＤの推移（日本油脂単体）

ＣＯＤの推移（日本油脂単体）

浮遊物質の推移（日本油脂単体）

有害大気汚染物質の推移（日本油脂単体）

　　　　　BODBODBODBODBOD・・・・・CODCODCODCODCOD・・・・・浮遊物質浮遊物質浮遊物質浮遊物質浮遊物質

水質汚濁の防止水質汚濁の防止水質汚濁の防止水質汚濁の防止水質汚濁の防止

土壌汚染の防止土壌汚染の防止土壌汚染の防止土壌汚染の防止土壌汚染の防止

有害大気汚染物質有害大気汚染物質有害大気汚染物質有害大気汚染物質有害大気汚染物質

物流に伴う環境負荷物流に伴う環境負荷物流に伴う環境負荷物流に伴う環境負荷物流に伴う環境負荷
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　容器包装リサイクル法に関しましては、日本油脂は中
間素材メーカーであり、その対象品は多くありません
が、企業として責任を果たすべく、ガラス･プラスチッ
ク･紙製容器包装の再商品化義務見込量を日本容器包装
リサイクル協会に届出て委託契約を締結しております。

　※2002年度の委託契約料は253千円でした。

　また、包装容器の統合（小詰め製品の廃止）に取組み
中であり、物流における環境負荷低減に積極的に取組ん
でいます。

　2002年度は、主にポリエチレンの包装廃材を加工し
て有価物に変えることで約14百万円、廃棄物を分別す
ることで有価物として約6百万円の資源として再生する
ことができました。

　2002年度のエネルギー総使用量は2973千GＪでした。
日本油脂では、反応熱の回収ならびに廃棄物のサーマル
リサイクルによって、必要なエネルギーの15％を賄っ
ています。
　今後､エネルギー使用量を削減する一方で、エネル
ギー回収の検討を継続していきます。

　2002年度は、生産量が前年に比べて７％増加してお
り、通常なら水使用量も７％増加する所、積極的な循環
利用と工程改善により、2002年度の水使用量は、前年
とほぼ同じ5,501千 m3に留めました。

　2002年度に発生した産業廃棄物の内、8,669ﾄﾝをリサ
イクルしました。リサイクル率は、6.2％でした。
　日本油脂においては、産業廃棄物の発生そのものを削
減する事を第一に検討していますが、止むを得ず発生す
る産業廃棄物は、極力有効に利用出来るよう活動を継続
しています。

水使用量の推移（日本油脂単体）

リサイクル量の推移（日本油脂単体）

容器包装リサイクル容器包装リサイクル容器包装リサイクル容器包装リサイクル容器包装リサイクル

資源の循環資源の循環資源の循環資源の循環資源の循環

水使用量水使用量水使用量水使用量水使用量

再使用再使用再使用再使用再使用・・・・・再生利用量再生利用量再生利用量再生利用量再生利用量

エネルギー回収量エネルギー回収量エネルギー回収量エネルギー回収量エネルギー回収量

内部内部内部内部内部・・・・・外部リサイクル量外部リサイクル量外部リサイクル量外部リサイクル量外部リサイクル量

工場箇所では各種製造条件や原材料の見直しを行い、副生物のリサイクル化など
３Ｒ(リデュース、リユース、リサイクル)に取組んでいます。
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　2002年度末現在で約1200枚のイエローカードを作成
し、ローリー・コンテナ等のバルク輸送については完全
配布を実施しております（作成目標100％達成済み）。
　なお少量輸送時の対応については、2001年2月日本化
学工業会が発行した「緊急時応急措置指針（容器用イエ
ローカードへの適用）」に準じて、ラベル方式による運
用を実施しております。また万一の事故に備えて行政機
関・近隣企業･業界団体などと相互支援体制を結んでい
ます。

　2002年10月からはカーエアコンのフロン回収につい
てもフロン回収・破壊法が適用されました。また、2001
年6月には自動車ＮＯｘ法が改正され、「自動車から排
出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における
総量の削減等に関する特別措置法」が成立し、これに基
づき、「自動車運送事業者等以外の事業者に係る自動車
排出窒素酸化物等の排出抑制の為の計画方法等を定める
命令（2002年4月発効）」に関する確認要請の通知が2002
年6月経済産業省よりありました。
　日本油脂及び関連する関係会社において、所有及び
リースしている自動車は、現在86台あります。法遵守
はもちろんのことですが、環境対策の観点から、計画的
にNOｘの削減・低負荷型への移行を検討する自主活動
を2002年度から開始いたしました。

　環境負荷を低減するために、効率を考えた輸送方法や、配車に取組んでいます。2002年度は、下表のように各種取組
みを実施していますが、残念ながら、各施策による環境負荷削減効果を算出するに至っておりません。
　今後、得られる効果を検証し、適用範囲の拡大などの検討を継続します。

　日本油脂の各工場で2002年度に実施された対策あるいは検討中の主な施策は下記の通りです。

箇所　　　　　　　　　　 主な取組み内容

尼崎工場 ・タンクローリーからISOコンテナへの切替え（５０車分削減）
・１wayフレコンバックの燃料化

千鳥工場 ・１wayドラムから、再使用型ドラムへの転換
・リサイクル可能な樹脂製パレットの採用（木製パレットの順次使用中止）
・長距離輸送時の輸送効率化

愛知事業所 ・納入時期の微調整による一括輸送化（配車効率のアップ）
・冷凍車、コンテナの点検頻度増加（安全性の向上）
・荷降し中のエンジン停止
・最短配送ルートの選択

大分工場 ・ISOコンテナの大型化（10ﾄﾝ → 20ﾄﾝ）
・船舶輸送の試み

　日本油脂の各事業所において、様々な物流関連の施策が実施されています。これらの施策の１つ１つは、環境負荷の低
減や、安全性の向上といった点で、一定の効果が得られる施策ばかりです。しかしながら、総合的に環境への負荷を考慮
した場合、本当に環境保全効果が得られるかどうか（例えば、非常に多くのエネルギーを使用してリサイクルを行う場合
など）は、今後十分に検討し、その効果を明確にします。

※　千鳥工場では、独自の活動として全製品のイエローカード
　　作成に取組んでいます。

ＹＣの整備ＹＣの整備ＹＣの整備ＹＣの整備ＹＣの整備 物流関連法令物流関連法令物流関連法令物流関連法令物流関連法令

20022002200220022002 年度の対策年度の対策年度の対策年度の対策年度の対策

物流安全物流安全物流安全物流安全物流安全

物流関連の環境負荷削減対策について、その実施効果の算出が日本油脂グループの
今後の課題です。
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　一定数量を超える新規の化学物質は国に届出て、その
安全性の審査を事前に受ける必要があります。2002年は
日本油脂において200件を超える新規化学物質の化審法
(化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律)及び安
衛法(労働安全衛生法)に基づく官庁への事前届出並びに
確認を実施しております。

　日本油脂では法律で義務付けられた物質を含有する製
品だけでなく、全製品のＭＳＤＳの作成を推進中です。
これまでに整備したＭＳＤＳは、2002年度には4,300種
類（出荷製品に対して100％対応）となりました。
　また、ユーザーの皆様からのご要望にお応えして、
2002年度に提供したＭＳＤＳは、のべ14,000件に達し
ました｡

　新製品開発段階において、その化学物質の開発から廃
棄に至る安全性は事前に厳しく評価する必要があります。
日本油脂では新たな化学物質を取扱うに当たり環境･安
全･健康･経済の観点から基準を設け、その基準に従った
セイフティーアセスメントを実施しています。2002年度
社内での化学物質に関するアセスメントの実施件数は
218件でした。

　日本油脂では、化学物質による環境負荷の低減を目的
として、従来より適切な管理・改善を実施しており、RC
に係る経営方針ならびに指針を遵守して、取り扱う全て
の化学物質に関して管理・排出量の抑制を継続していま
す。その中で、特に厳しい管理の必要な物質を「グリー
ン調達基準対象物質」とし、当該物質に係る法規制の状
況を基に３段階にランク分けし、その取扱いを厳しく管
理するための社内指針を検討してきました。2003年度に
は、ＲＣ委員会での審査を経て指針としての運用を開始
する予定です。

化学物質の化学物質の化学物質の化学物質の化学物質のセーフティーアセスメントセーフティーアセスメントセーフティーアセスメントセーフティーアセスメントセーフティーアセスメント

新規化学物質の開発状況新規化学物質の開発状況新規化学物質の開発状況新規化学物質の開発状況新規化学物質の開発状況

ＭＳＤＳＭＳＤＳＭＳＤＳＭＳＤＳＭＳＤＳ(((((化学物質安全化学物質安全化学物質安全化学物質安全化学物質安全ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ)ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ)ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ)ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ)ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ)の整備の整備の整備の整備の整備

化学物質の安全管理化学物質の安全管理化学物質の安全管理化学物質の安全管理化学物質の安全管理

グリーン調達基準グリーン調達基準グリーン調達基準グリーン調達基準グリーン調達基準

国内の取組み国内の取組み国内の取組み国内の取組み国内の取組み
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　PCB(ポリ塩化ビフェニール)は1974年以来、製造･
輸入が禁止されています。企業では、それ以前に使用
されていたPCBを内蔵する電気機器類等については、
厳重な保管を行うことを義務付けています。
日本油脂は、これらPCB内蔵機器の使用を禁止すると
共に、保管しているこれら機器類の保管状況を確認し
漏洩･紛失の無いように保管管理者を選任し厳重に管
理しています。

　2000年1月15日ダイオキシン類対策特別措置法が施
行となり、従来の大気汚染防止法に較べ特定施設(焼却
炉等)の範囲が拡大されダイオキシン類の排出量濃度の
規制値が定められました。
　日本油脂は現在特定施設対象設備を6基保有していま
すが、何れも排出規制値を十分にクリアすると共に、ダ
イオキシン類の発生を抑制する為の設備改造も完了し、
適正運転の確保を行っております。また、公共水域に排
出される工場排水についてもダイオキシン濃度を調査し
ており、全ての排水で問題のないことを確認していま
す。

　当社では、「レスポンシブル・ケア規則」に基づき、
レスポンシブルケア委員会を開催し、品質保証体制を
強化するとともに、欠陥のない安全な製品作りに努め
ており、ＰＬ問題等に重点をおいた取組みを継続中で
す。

　LRIとは、人の健康や環境に対する化学物質の長期的
な影響についての研究を国際協力の下に進めようという
ICCA(国際化学工業協会協議会)の自主活動のことです。
現在、加盟各国で具体的な活動が始まっており、日本油
脂は日本化学工業協会(JCIA)を通じて積極的にこの活動
を支援しています。

　日本油脂は化学物質の各種危険有害性データを充実す
るために日本化学工業協会を通じて、国際化学工業協会
協議会(ICCA)の提唱する国際的活動のICCA HPV Ini-
tiativeに積極的に参加しています。日本油脂では21
物質についての国際的共同作業へ参加し、内２物質につ
いては国際コンソーシアムの中でリーダ企業としての責
任を果たしております。ドコサン酸については2001年
11 月に日本政府を通じて OECD(経済協力開発機構：
SIAM13)に試験データの報告書を提出いたしました。も
う1物質[エチレンビス(ステアロアミド)]については、
2005年度以降に報告書を提出する予定です。

　　ＬＲＩ：　Long Range Research Initiative

※　当社で保管中のPCB内蔵機器は、トランス、
　　コンデンサー、蛍光燈安定器です。

国際活動への参加国際活動への参加国際活動への参加国際活動への参加国際活動への参加

ＨＰＶの国際的取組みへの参加ＨＰＶの国際的取組みへの参加ＨＰＶの国際的取組みへの参加ＨＰＶの国際的取組みへの参加ＨＰＶの国際的取組みへの参加

ＬＲＩＬＲＩＬＲＩＬＲＩＬＲＩへの協力への協力への協力への協力への協力

ＰＣＢの適正管理ＰＣＢの適正管理ＰＣＢの適正管理ＰＣＢの適正管理ＰＣＢの適正管理

ダイオキシン類の発生抑制ダイオキシン類の発生抑制ダイオキシン類の発生抑制ダイオキシン類の発生抑制ダイオキシン類の発生抑制

ＰＬ対策ＰＬ対策ＰＬ対策ＰＬ対策ＰＬ対策
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　日本油脂では、非常事態対策規則等の社規定を整備
し、万一の場合に対策本部を設置して対応するよう、組
織を整備しています。また、工場毎に緊急対応規則を整
備し、定期的な見直しと教育・訓練を行うと共に、積極
的な防災投資を実施して、防災体制の強化に努めていま
す。
　しかしながら、最近外部で発生している事件・事故の
事例を見ると、緊急対応マニュアルや、点検マニュアル
が整備されていても、実際には役に立たなかった例が数
多くあります。当社においても、現在の防災体制が本当
に有効であるか、常に新しい視点で見直していくことが
不可欠です。
　愛知事業所では、東海大地震を想定して建物の倒壊予
測を見直して､2003年度より優先順位の高い設備から補
強工事を実施しています。事故は未然防止が原則です
が、天災等は避けられません。各工場の事業特性に合わ
せ、災害マップを作成して必要に応じて設備投資（例え
ば、地震に備えた建物の補強）、あるいは二次災害防止施
策などを計画的に進めるよう、活動を更に推進していき
ます。

　2002年度は、日本油脂においては休業災害は発生し
ませんでしたが、関係会社で２件の休業災害が発生しま
した。

　休業災害の発生率を度数率（労働時間百万時間当りの
休業災害発生件数）で見ると、1998年以降発生件数は減
少し、化学工業平均を下回る度数率で推移してはいます
が、関係会社を含めた一層のゼロ災活動を推進する方針
です。

　2002年度は、日本油脂グループ全体で１７件の不休
業災害が発生しました。前年度と比較して発生件数を４
割減らしましたが、日本化学工業協会（図において日化
協と略す）の会員企業の平均と比較すると、不休業災害
の発生度合いは高く、今後の日本油脂グループの課題で
す。

　日本油脂では、設備・プロセスの新設、改良に際して
は、セーフティーアセスメント（ＳＡ）を実施し、安全
性を詳細に検討しています。2002年度は16件の設備Ｓ
Ａを実施して、安全確保に努めています。今後、化学プ
ラントの安全評価手法として広く使われているHAZOPな
どを導入して、既存プラントの再評価を実施します。

日本油脂グループの休業災害発生状況

日本油脂グループの不休業災害発生状況

設備事前評価の実施状況（日本油脂単体）

設備の設備の設備の設備の設備のセーフティーアセスメントセーフティーアセスメントセーフティーアセスメントセーフティーアセスメントセーフティーアセスメント労働災害の発生状況労働災害の発生状況労働災害の発生状況労働災害の発生状況労働災害の発生状況

安全操業安全操業安全操業安全操業安全操業

全社の防災体制全社の防災体制全社の防災体制全社の防災体制全社の防災体制

休業災害休業災害休業災害休業災害休業災害

不休業災害不休業災害不休業災害不休業災害不休業災害
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　2002年度は、防災対策として関連設備の改善等で約3
億円の設備投資を行い､ハード面の安全性向上に努めま
した｡
　これまでに、防災面の強化のため、継続的に設備改善
を実施しておりますが、2003年度は主に愛知事業所にお
いて東海地震に備えた建物の補強工事を実施します。

尼崎工場の防災訓練風景
（救命訓練の様子）

千鳥工場の防災訓練風景
（危険物貯槽ｳｫｰﾀｰｶｰﾃﾝ作動
確認の様子）

大阪支社の安全教育風景

愛知事業所の防災訓練風景
（土嚢積み訓練の様子）

　日本油脂グループがＲＣに掲げる安全とは、環境・製
品・設備・物流・労働の五つで、全事業活動における安
全です。私たちは、毎年8月1日を「安全点検の日」と
定め、事業内容と実情に即した『実効性』を主眼におい
て、通常活動で見逃すような不安全要因を取り除くため
の自主点検活動を展開しています。

①活動に参加した関連企業は前年の2倍となり、活動範
　囲はグループ全体となりました。安全活動を推進する
　共通の認識が持たれ、日本油脂グループの活動として
　定着しました。

②情報システムの点検が実施されました。情報化社会に
　マッチした新しい切り口での点検活動を開始したこと
　で、実効性を高めています。

③本社と工場との間での訓練も実施されました。前年は
　工場箇所主体の活動でしたが、今年度は活動目的の浸
　透度と事業部の意欲がより高まり、全社的な活動とし
　て内容が向上ています。

※本レポート発行時点で、第３回の安全点検が実施されて
　います。2003年8月1日の活動については、弊社ホーム
　ページ　（http://www.nof.co.jp/kankyou/index.html）に
　紹介しています。

＜2002 年 8月 1日の活動風景＞
安全点検の日安全点検の日安全点検の日安全点検の日安全点検の日

緊急事態を未然に防ぎ、緊急事態を未然に防ぎ、緊急事態を未然に防ぎ、緊急事態を未然に防ぎ、緊急事態を未然に防ぎ、天災に備える天災に備える天災に備える天災に備える天災に備える

防災対策投資防災対策投資防災対策投資防災対策投資防災対策投資
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　地球環境問題から、鉛フリーハンダの開発が世界的な
潮流になっています。このようなハンダに対応できるフ
ラックスの開発の一環として、ブロック酸硬化の技術を、
フラックスに応用して洗浄を必要としない機能性フラッ
クスなどの開発を進めています｡

　日本油脂は中間素材メーカーとして、 様々な製品を提
供しています。 当社製品の大半は納入先で原料として使
用されて最終製品に生まれ変わります。 当社では、 全製
品に関して、製造プロセスにおける省エネ・省資源に取
組んでいますが、特に環境保全対応型と位置付けている
製品や技術を以下に紹介します。
　
　（注）　以下に紹介する製品例は、環境保全を目的とした
　　　　製品開発を行った事例、あるいは開発中の事例で
　　　　すが、納入先のユーザーにおいて更に加工されて
　　　　最終的な使用に供されるため、 その環境保全効果
　　　　の完全把握には至っておりません。

　オゾン層破壊物質の使用禁止・排出削減が世界的に取
組まれ、特定フロン・指定フロンの代替物質が提案され
つつあります。 これらの代替候補物質が、 冷凍機の冷媒
として使用出来るかどうかを左右するポイントの１つと
して、 機器に使用する潤滑油の性状が挙げられます。 日
本油脂では、代替フロンを冷凍機の冷媒として使用する
際の潤滑油（新冷凍機油）を提供することで、 代替フロ
ンの普及をサポートしています。

　ディーゼル車などから排出される大気汚染物質が大き
な社会問題になっており、 これまで数次にわたって排ガ
ス規制が強化されています。 また、 東京都をはじめとし
た大都市圏では2003年10月から独自の排ガス規制を実
施することにしており、これらの規制強化に合わせて、
ディーゼル車への排ガス処理装置（DPF等）の取り付け
が進んでいます。
　軽油中に含まれる硫黄分は、ＳＯxとして排出される
ことに加えて、排ガス処理装置の性能を低下させるため、
これまで国の規制に対応して段階的に除去されてきまし
たが、この度の規制強化により軽油に含まれる硫黄分を
50ppm以下まで低減する必要があります。一方、硫黄分
の除去の際には軽油中の潤滑性に寄与する成分も同時に
分解や除去されるため、内燃機関内部で焼きつきなどの
問題が発生します。
　日本油脂の潤滑性向上剤は軽油に添加することで、 内
燃機関に潤滑性を与えることが可能で、これにより低硫
黄軽油（硫黄含有量50ppm以下）の普及に寄与していま
す。

軽油用潤滑性向上剤軽油用潤滑性向上剤軽油用潤滑性向上剤軽油用潤滑性向上剤軽油用潤滑性向上剤

　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂(((((株株株株株) ) ) ) ) 油化事業部油化事業部油化事業部油化事業部油化事業部

　汚染防止、浄化、リサイクル、リユース、省エネ、さ
らに新資源の発見など、今後、取組むべきテーマは限り
なくあります。私たちは化学企業グループとして、環境
保全重視の製品開発を積極的に進めていきます。
　

開発中の環境保全対応型製品・技術（例）

その他の取組みその他の取組みその他の取組みその他の取組みその他の取組み

■天然アルコール系界面活性剤
■プラスチック･リサイクルへの機能性ポリマーの応用
■生分解性ポリマー
■環境分析・評価

　また、環境保全対応型製品・技術の開発にあたっては、
ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の概念導入を検討し、
総合的に環境負荷が少ない製品作りを目指します。

鉛フリーハンダ鉛フリーハンダ鉛フリーハンダ鉛フリーハンダ鉛フリーハンダ

　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂(((((株株株株株) ) ) ) ) 電材事業開発部電材事業開発部電材事業開発部電材事業開発部電材事業開発部

環境に配慮した製品開発環境に配慮した製品開発環境に配慮した製品開発環境に配慮した製品開発環境に配慮した製品開発

日本油脂の環境配慮型製品

代替フロン用新冷凍機油代替フロン用新冷凍機油代替フロン用新冷凍機油代替フロン用新冷凍機油代替フロン用新冷凍機油

　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂(((((株株株株株) ) ) ) ) 油化事業部油化事業部油化事業部油化事業部油化事業部
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デポジットコントロール剤「ダラスプレー」は
古紙再生に寄与しています。

　製紙の製造工程では、デポジット（異物）を少なくす
ることが、省資源や古紙利用率向上のカギとなりつつあ
ります。ニチユソリューション㈱は、この問題解決に優
れた技術を持って取組み、同社が提供する製紙薬剤（デ
ポジットコントロール剤）は、国内大手の製紙工場で採
用されています。

　21世紀の世界的テーマの１つに海洋の利用・開発があ
り、今後、国家プロジェクトとしても大きなウエイトを
占めていくものと予測されます。日油技研工業㈱は、海
洋観測・調査に必要な「海洋調査機器」の研究・開発に
取組み、固有の火工品技術による固体式ガス発生器を応
用した「水中自動切離装置」を開発し、超音波や計測・
制御などとの複合化された技術によって、最先端の海洋
開発機器を誕生させてきました。最新のL-Ⅱ型切離装置
は水深１万メートルまでの切離しを実現し、深海の汚染
調査、海流の流向流速の計測、海底ケーブル設置や海洋
土木工事の施工などの飛躍的進歩に貢献しています。

　同社は、地球環境を考慮する企業として、有機溶剤や
有害な化学物質を排出しない塗料体系の確立と、エネル
ギー消費の少ない塗料の開発に積極的に取り組んでいま
す。例えば、自動車用、工業用の水系塗料、粉体塗料、ハ
イソリッド塗料などの大気環境保全塗料、クロムや鉛、
錫などの有害重金属を含まない塗料、低い温度や光で硬
化する塗料の開発など、業界をリードする環境対応型塗
料の開発を進めています。

　㈱日本ダクロシャムロックの提案する「ジオメット」
はクロムを含まない水系の防錆剤です。 環境負荷の削減
と防錆性能を両立した技術は、世界の自動車メーカーで
採用されています。

　日本油脂グループ各社においても、 製造プロセスにお
ける省エネ・省資源に取組むと同時に、環境保全配慮型
と位置付ける製品を提案しています。

ジオメット処理をした部品

　（注）　以下に紹介する製品例は、環境保全を考慮とした
　　　　製品開発を行った事例ですが、その環境保全効果の
　　　　完全把握には至っておりません。

水中自動昇降装置

※　同社の水中自動切離装置は、それ自体が環境配慮型製品
　　ではありませんが、深海の汚染調査などの環境分析技術
　　の発展に寄与しています。

デポジットコントロール剤デポジットコントロール剤デポジットコントロール剤デポジットコントロール剤デポジットコントロール剤
　　～　　～　　～　　～　　～ニチユソリューションニチユソリューションニチユソリューションニチユソリューションニチユソリューション(((((株株株株株)))))

海洋調査機器海洋調査機器海洋調査機器海洋調査機器海洋調査機器

　　～日油技研工業　　～日油技研工業　　～日油技研工業　　～日油技研工業　　～日油技研工業(((((株株株株株)))))

クロムフリー防錆剤クロムフリー防錆剤クロムフリー防錆剤クロムフリー防錆剤クロムフリー防錆剤

　　～　　～　　～　　～　　～(((((株株株株株)))))日本日本日本日本日本ダクロシャムロックダクロシャムロックダクロシャムロックダクロシャムロックダクロシャムロック

環境対応型塗料環境対応型塗料環境対応型塗料環境対応型塗料環境対応型塗料

　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂　　～日本油脂 BASFBASFBASFBASFBASF コーティングスコーティングスコーティングスコーティングスコーティングス(((((株株株株株)))))

関連会社の環境配慮型製品
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　ＰＲＴＲ法のデータ公表等に代表される情報開示は
時代の趨勢であり、企業を取り巻く地域住民、お客様、
消費者、株主、取引先などステークホルダー（利害関
係者）と呼ばれる方々とのコミュニケーションが今後
益々大事となります。

　私共は、これまでの長い企業活動を通じて「企業は
地域社会と共にある」ことを知っています。そして箇
所毎でコミュニケーションの採り方は異なっています
が、工場夏祭りや防災訓練に地域住民の方々をご招待
したり、工場見学会を催したり、また地域の催しには
色々な形で参加させていただくなど、地域の方々との
交流を深めてまいりました。

　しかしながら今日言われるコミュニケーションは、
その対象範囲が広く、また情報開示を前提とした従来
と異なる形での交流が必要ではないかと考えておりま
す。それは私共には経験の乏しい未知の分野であり、
どのような方法が良いのか暗中模索の段階です。

　この様な中で私共は92年から行われた日本化学工業
協会(日化協)のPRTR調査に参加し、日化協を通じて
データを公表してまいりました。また日本レスポンシ
ブル・ケア協議会(JRCC)には95年の設立当初から参
加し、化学業界の自主的な活動であるレスポンシブ
ル・ケア（RC）活動を当社の全社活動に取込み、活動
結果をJRCCに報告する形で社会に公表してきました。
更にJRCC会員企業が主体となって地域住民、行政、学
校、消費者団体、他企業等の関係方々をご招待してRC
活動をご理解頂く為の地区説明会や対話集会に参加し
て社会との交流を図ってまいりました。

　また、これとは別に、日本油脂独自の環境情報開示
手段として、1998年9月よりインターネットの日本油
脂ホームページ(http://www.nof.cp.jp/)上に毎年
「環境レポート」として環境パフォーマンスデータを掲
載してきました。開示内容については、まだまだ不十
分な点が多いかと思いますが､これからも充実を図って
いきたいと考えております。

愛知事業所より参加した「地域ボランティア活動」の様子

尼崎工場より参加した「総合防災訓練」の風景

王子工場を見学する豊川小学校のみなさん

地域社会とのコミュニケーション地域社会とのコミュニケーション地域社会とのコミュニケーション地域社会とのコミュニケーション地域社会とのコミュニケーション

環境に関する社会貢献活動の状況環境に関する社会貢献活動の状況環境に関する社会貢献活動の状況環境に関する社会貢献活動の状況環境に関する社会貢献活動の状況
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表彰事例表彰事例表彰事例表彰事例表彰事例

地域との交流事例地域との交流事例地域との交流事例地域との交流事例地域との交流事例（（（（（20022002200220022002 年年年年年 44444 月～月～月～月～月～ 20032003200320032003 年年年年年 33333 月の主要項目）月の主要項目）月の主要項目）月の主要項目）月の主要項目）

     　　　　　20022002200220022002 年度は、年度は、年度は、年度は、年度は、当社の安全活動が認められ、当社の安全活動が認められ、当社の安全活動が認められ、当社の安全活動が認められ、当社の安全活動が認められ、表彰を受けました表彰を受けました表彰を受けました表彰を受けました表彰を受けました｡｡｡｡｡

　　　　　　　　　　2 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度も積極的に地域の皆様とのコミュニケーションに努めました年度も積極的に地域の皆様とのコミュニケーションに努めました年度も積極的に地域の皆様とのコミュニケーションに努めました年度も積極的に地域の皆様とのコミュニケーションに努めました年度も積極的に地域の皆様とのコミュニケーションに努めました｡｡｡｡｡

受賞日 事業所 受賞内容
02/7/5  尼崎 職場安全の成績向上が顕著であるとして、兵庫労働局より「進歩賞」を受賞
   7/15  千鳥 高圧ガス保安功労に対し、平成14年度神奈川県防災局長表彰を受賞
  10/3  尼崎 尼崎市防災協会から防火協会の運営に尽力したことが認められ感謝状を受賞

　　※2003年4月以降の交流事例については、弊社ホームページ（http://www.nof.co.jp/kankyou/index.html）に
　　　紹介しています。

 実施日 事業所 項 目                    内 容
02/4/29  愛知 　武豊地域植樹祭 ヒラツツジ31本植樹参加
   5/16  愛知 　近隣市町議員団工場見学 見学者32名
   5/25･26  愛知 　地域住民工場見学会 見学者　25日：37名、26日26名
   6/1  愛知 　地域ボランティア活動 石川・浅水川のクリーン作戦、参加者71名
   7/27  愛知 　夏祭り みゆき通り商店街と協賛
   7/29  愛知 　工場見学学習 県立内海高校　生徒4名参加
   9/5  千鳥 　千鳥地区総合防災訓練
  10/8  尼崎 　尼崎西地区消防操法大会 特別ポンプ班10名参加､屋外消火栓操法の部および

自動車ポンプ操法の部で優勝
  10/15  愛知 　工場見学学習 富貴中学校　生徒1名参加
  10/23  尼崎 　総合防災訓練 特別ポンプ班5名参加､尼崎特別防災区域協議会主催
  11/4  愛知 　工場見学学習 緑ヶ丘小学校　生徒6名参加
  11/13  愛知 　尼崎市消防操法大会 特別ポンプ班8名参加
  11/15  尼崎 　工場見学会 奈良高専　2年生40名、先生3名参加
  11/16  愛知 　地域ボランティア活動 67名参加、町内河川の清掃、工場周辺のゴミ拾い
  12/12  王子 　工場見学会 豊川小学校　3年生・先生・保護者の計54名参加
03/1/1  愛知 　玉福稲荷初詣 社員および地域住民参拝
   1/5  尼崎 　尼崎市消防出初式出場 自衛消防隊
   1/23  愛知 　工場見学学習 武豊中学校　生徒11名参加
   2/6  愛知 　近隣区長との懇談 近隣7区の区長と懇談
   3/1  尼崎 　第2回RC兵庫地区地域対話 JRCC主催
   3/3  尼崎 　工場見学会 京都大学　学生15名、教官3名
   3/6  王子 　地域防災訓練 豊島5丁目団地との合同消防訓練

一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために一企業市民として地域に貢献するために
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　当社は、「顧客本位の優れた製品を提供して社会に貢献し、関係する人々の幸福を
希う」ことを経営理念として永年防衛事業及び火薬関係事業に携わってきました。当

社生産拠点である白河製造所は、山々に囲まれた豊かな森林環境の中にあり、事業活

動においては、環境に与える影響を十分配慮して進めて来ましたが、これからも環境

問題への取組は自分達の課題として捉え汚染の予防に継続的に取り組んで行きます。

　1.環境関連の法規制及び当社が同意するその他の要求事項を遵守していく。

　2.電気、水、燃料、紙等の省エネ、省資源に積極的に取組み、地球温暖化防止と

　　 資源枯渇抑制に寄与していく。

  3.廃棄物のﾘｻｲｸﾙ､ﾘﾃﾞｭｰｽを推進すると共に、廃棄物の適正管理及び適正処理を

     行う。

  4.新規開発及び既存製品について、環境への負荷の少ない原材料や部品の使用

    及びﾘｻｲｸﾙを考慮し資源の有効活用に取り組む。

  5.環境目的・目標を定めて、継続的改善に取り組む。

  6.全社員に対し、環境に関する啓蒙を進め意識の向上を図っていく。

  7.本方針は、全社員に周知徹底すると共に、求めに応じて社外に開示する。

白河製造所

＜環境方針＞

・ISO14001認証　2003年 12月取得予定

地域との協調地域との協調地域との協調地域との協調地域との協調
社員一人ひとりが地域社会の一員として環境対策に積極的に取り組み、地域の人々の安
全と環境の保全に努めます。
法令の遵守法令の遵守法令の遵守法令の遵守法令の遵守
事業活動のすべてにおいて関係法令を遵守し、国や地方行政の環境施策に協力します。
化学物質等の適正管理化学物質等の適正管理化学物質等の適正管理化学物質等の適正管理化学物質等の適正管理
使用する化学物質等を安全かつ適正に管理するとともに、万一、環境や安全に悪影響を
及ぼすような事態が発生した場合は、責任を持って迅速に対処します。
製品開発製品開発製品開発製品開発製品開発
製品の設計段階から有害物質不使用、省資源、省エネルギー、廃棄物低減などに配慮し、
より安全で環境への負荷が少ない製品の開発に努めます。
環境への負荷の低減環境への負荷の低減環境への負荷の低減環境への負荷の低減環境への負荷の低減
生産活動において、資源やエネルギーの効率的な使用や廃棄物の低減、再使用、再生利
用を促進し、環境への負荷の継続的な改善に努めます。
教育教育教育教育教育・・・・・啓蒙啓蒙啓蒙啓蒙啓蒙

全社員に対して継続的に教育を行って、環境保全に関する意識の高揚を図ります。

　日油技研工業は、「海洋から宇宙まで」をキャッチフレーズに、創意と工夫により独
特な新規製品を生み出し、深海底から宇宙にわたる幅広い分野で、さまざまなシステム
の安全と信頼性の確保に尽力して参りました。
さらに今後、社会に有益な商品を提供するのみならず、研究開発型企業として製品の開
発から廃棄に至るまで、人の健康、安全、環境保全に配慮した設計を行い、安全操業を
最優先に考え、企業としての社会的責任を果たすとともに、さらなる発展と環境との調
和に向けて努力します。

日油技研工業日油技研工業日油技研工業日油技研工業日油技研工業(((((株株株株株)))))

《環境基本方針》

《行動指針》

＜主要な環境データ＞　（報告範囲：川越工場）

＜その他＞
・ｴｺｱｸｼｮﾝ21（ISO14032に対応）の認証取得予定

日油技研社長　大脇久忠

川越工場

＜事業内容＞
　防衛用装備品、産業用化薬の製造・販売

＜主要な環境データ＞　（報告範囲：白川製造所）

＜その他＞

＜事業内容＞
　示温材、火工品、海洋機器等の製造・販売

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

2001年　　 2002年
10,882　　 10,275
 6,693　　  5,640
 9,839　    9,933
   435　　    689
    44　　     13

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

2001年　　2002年
6,075 　　6,249
  750 　　  762
1,287 　  1,697
   85 　　  108
   33 　　   35

日本工機日本工機日本工機日本工機日本工機(((((株株株株株)))))

グループ各社の環境負荷グループ各社の環境負荷グループ各社の環境負荷グループ各社の環境負荷グループ各社の環境負荷

日本工機社長　田中邦彦
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＜主要な環境データ＞　（報告範囲：大和工場）

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

＜特記事項＞
・産業廃棄物の全量をリサイクル、あるいは有価物として
売却しており、埋立量はゼロです。

＜主要な環境データ＞　（裾野工場）

＜主要な環境データ＞　（本社工場）＜主要な環境データ＞　（報告範囲：本社工場）

・ISO 9001認証取得(2003年 7月)

＜主要な環境データ＞　（報告範囲：岩瀬工場）

・ISO 9001認証取得(2003年 4月)
＜その他＞＜その他＞

＜事業内容＞
　銃用雷管、小火器用空包、
各種火工品、シートベルト用
ガス発生器の製造・販売

＜スローガン＞
「安全確保」と「環境保全」を
使命に、従業員・地域住民の
安全と健康確保を図ろう

＜事業内容＞
　化学品製品の販売
　化粧品原料の製造・販売

大和工場

＜事業内容＞
　油脂製品・化学工業製品の製造

＜事業内容＞
産業用火薬類、凍結防止材･固定自動散布装置の製造･販売

＜事業内容＞
　猟用・射撃用装弾の製造 　日本油脂グループでは、生産部門を有する関係会社を

始めとするグループ各社の積極的な参加を得て、2001年
度からグループとしてＲＣ活動をスタートしました。ま
た、エネルギー、産業廃棄物などの主要な環境負荷につ
いては、2001年度実績からグループの合計値をインター
ネットで公表しています。
　今後、グループとしてＲＣレベルを継続的に向上する
よう、一層活動を推進します。

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

2001年　　2002年
8,600 　 14,330
1,976     2,168
   78　　     94
   76 　     60
   15 　　    9

北海道日本油脂北海道日本油脂北海道日本油脂北海道日本油脂北海道日本油脂((((( 株株株株株)))))

日邦工業日邦工業日邦工業日邦工業日邦工業(((((株株株株株)))))

油化産業油化産業油化産業油化産業油化産業(((((株株株株株)))))

日油工業日油工業日油工業日油工業日油工業(((((株株株株株)))))

昭和金属工業昭和金属工業昭和金属工業昭和金属工業昭和金属工業(((((株株株株株)))))

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

2001年　　2002年
  536 　　  522
2,001 　　2,018
  702 　    696
   80 　　   73
   34 　　   30

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

2001年　　2002年
  940 　　1,134
 －     　－
  595       446
   17 　　   22
   0 　　   0

　　項目
売上高[百万円/年]
生産量[ﾄﾝ/年]
ＣＯ2排出量[tonＣＯ2/年]
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ/年]
外部最終埋立量[ﾄﾝ/年]

1,880 　　1,993
  － 　　  －
  487 　    539
   19 　　  115
    0 　　   18

2001年　　2002年

1,686 　　 1,537
2,360 　　 1,985
2,266 　   2,437
  553 　　  592
  109 　　  139

2001年　　2002年

油化産業社長　大田久男昭和金属工業社長　荒木郁夫
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1990年   2001年   2002年

愛知事業所愛知事業所愛知事業所愛知事業所愛知事業所
　　項目
生産量         [ﾄﾝ]
温暖化ｶﾞｽ排出量 [tonCO2]
ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 （90年比）
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ]
外部最終埋立量  [ﾄﾝ]
外部最終埋立量（90年比）
リサイクル率  （90年比）
ＳＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＮＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＣＯＤ排出量    [ﾄﾝ]
水使用量       [千ｍ3]

1990年   2001年   2002年

千鳥工場千鳥工場千鳥工場千鳥工場千鳥工場
　　項目
生産量         [ﾄﾝ]
温暖化ｶﾞｽ排出量 [tonCO2]
ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 （90年比）
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ]
外部最終埋立量  [ﾄﾝ]
外部最終埋立量（90年比）
リサイクル率  （90年比）
ＳＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＮＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＣＯＤ排出量    [ﾄﾝ]
水使用量       [千ｍ3]

1990年   2001年   2002年

大分工場大分工場大分工場大分工場大分工場
　　項目
生産量         [ﾄﾝ]
温暖化ｶﾞｽ排出量 [tonCO2]
ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 （90年比）
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ]
外部最終埋立量  [ﾄﾝ]
外部最終埋立量（90年比）
リサイクル率  （90年比）
ＳＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＮＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＣＯＤ排出量    [ﾄﾝ]
水使用量       [千ｍ3]

1990年   2001年   2002年

王子工場王子工場王子工場王子工場王子工場
　　項目
生産量         [ﾄﾝ]
温暖化ｶﾞｽ排出量 [tonCO2]
ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 （90年比）
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ]
外部最終埋立量  [ﾄﾝ]
外部最終埋立量（90年比）
リサイクル率  （90年比）
ＳＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＮＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＣＯＤ排出量    [ﾄﾝ]
水使用量       [千ｍ3]

　　項目
生産量         [ﾄﾝ]
温暖化ｶﾞｽ排出量 [tonCO2]
ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 （90年比）
産業廃棄物発生量[ﾄﾝ]
外部最終埋立量  [ﾄﾝ]
外部最終埋立量（90年比）
リサイクル率  （90年比）
ＳＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＮＯｘ排出量    [ﾄﾝ]
ＣＯＤ排出量    [ﾄﾝ]
水使用量       [千ｍ3]

1990年   2001年   2002年

尼崎工場尼崎工場尼崎工場尼崎工場尼崎工場

120,874
 75,495

100
 54,948
  4,183

100
100

   15.0
   82.8
   32.6
  3,771

107,027
 62,943

 78
73,098
  2,558

61
67

   10.5
   57.4
   20.4
  2,637

114,088
 63,524

74
 95,294
  4,028

96
49

   11.4
   57.9
   25.4
  2,596

 22,898
 27,053

100
57,855
  3,502
   100
　  100
　　3.4
    7.7
   53.6
  1,399

 19,835
 28,016
 128

40,880
  1,376
   39
　 254
　　8.8
   13.4
   62.8
  1,577

 22,703
 29,279
 116

44,145
  1,176
  34

　  228
　　9.4
   12.4
   56.3
  1,607

 14,146
 12,057
  100
　1,945
    381
    100
　　100
　　  0
    2.9
    1.1
    647

 16,824
 13,280
　95

　2,144
    337
     88
　　120

　0
  3.9

    1.7
    677

 17,570
 13,907

 95
 2,698
    192
    50
　　159
　　　0
    3.3
    2.0
    697

 20,773
 25,701
    100
　888

     50
    100
　　100
　　5.6
    2.1
    4.5
    442

 22,688
 22,493

 82
 1,351
     13
     26
　　205
　　　0
    2.4
    4.3
    470

 27,720
 27,283
  76

　1,836
     36
      72
 157

　　  0
    2.7
    4.5
    483

 41,488
  8,099
  100
　1,011
    100
    100

100
　　　0
    1.5
    0.4
    116

 33,990
  8,837
  136
　1,796
     22
   22
167

　　　0
    3.2
    0.7
    122

 33,698
  8,934
 139

 1,855
     20
   20
154

　　　0
    3.2
    0.4
    115

PRTR法対象物質で年間排出量１ﾄﾝ以上の物質：４物質
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ特措法の対象施設：あり（2002年度排出量91mg-TQE）
PCBの保管：あり

PRTR法対象物質で年間排出量１ﾄﾝ以上の物質：５物質
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ特措法の対象施設：なし　　PCBの保管：あり

PRTR法対象物質で年間排出量１ﾄﾝ以上の物質：６物質
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ特措法の対象施設：あり（02年度排出量1.0mg-TQE）
PCBの保管：あり

PRTR法対象物質で年間排出量１ﾄﾝ以上の物質：なし
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ特措法の対象施設：あり（02年度排出量0.0028mg-TQE）
PCBの保管：あり

ISO14001(2005年度末取得予定)
PRTR法対象物質で年間排出量１ﾄﾝ以上の物質：なし
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ特措法の対象施設：なし　　PCBの保管：あり

日本油脂の事業所・工場の環境負荷をまとめました。

・生産量は、エネルギー管理で用いる１年間の総生産量を示し
　ました。
・温暖化ガス排出量は、CO2、CH4、N2O、その他ガスの合計を
　CO2換算で示しました。
・全社環境目標に掲げる３項目は、1990年度を100とした場合の
 比率で示しました。
・PRTR法対象物質の内、年間の排出量合計が１ﾄﾝ以上の物質数を
 示しました。
・ﾀﾞｲｵｷｼﾝ特別措置法の管理対象施設の有無を示し、対象施設が
　ある場合、ﾀﾞｲｵｷｼﾝの年間排出量をTEQ換算で併記しました。

各事業所の環境負荷各事業所の環境負荷各事業所の環境負荷各事業所の環境負荷各事業所の環境負荷



2 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3 年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書年度版環境報告書（（（（（3 13 13 13 13 1）））））

日本油脂株式会社　設備・環境安全統括室
TEL：03（5424）6670　FAX：03(5424)6810
E-mail：g_rce@nof.co.jp

　　■2002年10月１日に、日本油脂ホームページに環境レポートを掲載した後、2003年８月末までに2002年度版
　　　環境レポートを閲覧した方の数は、のべ7835人でした。

　　■環境ホームページにアンケートを設置しましたが、編集者の意図したほどには回答が得られませんでした。

　本報告書は、従来の報告に対して下記の点を修正しています。

　　■2000年9月に塗料部門を分社化しています。本報告書では、分社化した組織に係る環境負荷等の各データを
　　　除外し、基準年(1990年度)の全社数値を修正しました。

　　■二酸化炭素の排出係数の内、コークス炉ガスに用いる換算係数に誤りがありましたので、基準年に遡って修正
　　　しました。

　　■尼崎工場の電力・購入蒸気に係る二酸化炭素排出量の算出方法に大きな誤差が含まれていることが判明したの
　　　で、調査・検討の上で適切な算出方法に変更し、過去に遡って数値を修正しました。

　　■従来、エネルギーの使用に係るＣＯ２の排出量を示していましたが、産業廃棄物の焼却により発生するＣＯ２や、
　　　その他の温暖化ガスを可能な限り算出し、温暖化ガス排出量として示しました。

　　■2001年度の環境対応費用額の集計に誤りがあったため、修正しました。

＜作成部門＜作成部門＜作成部門＜作成部門＜作成部門・・・・・問い合わせ先＞問い合わせ先＞問い合わせ先＞問い合わせ先＞問い合わせ先＞

＜＜＜＜＜ 20 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2 年度の環境ホームページの状況＞年度の環境ホームページの状況＞年度の環境ホームページの状況＞年度の環境ホームページの状況＞年度の環境ホームページの状況＞

おわりにおわりにおわりにおわりにおわりに

＜本報告書の従来報告との相違点＞＜本報告書の従来報告との相違点＞＜本報告書の従来報告との相違点＞＜本報告書の従来報告との相違点＞＜本報告書の従来報告との相違点＞

　



日本油脂株式会社

このＲＣレポートは、100％再生紙を使用しています。
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